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⾼野 匡裕

防災・メンテナンス基盤研究センター
組織体制と研究内容

建設マネジメント研究官センター⻑
組織体制と研究内容

国⼟防災研究官
建設システム課

情報研究官
公共調達プロセスに関する基準、建設コストの評価・縮減、

建設経済研究室

建設システム課
社会・経済・⽣活を⽀える社会資本の潜在的役割・効果と国⺠
への伝え⽅の研究等

公共調達プロセスに関する基準、建設コストの評価 縮減、
メンテナンスマネジメントの研究等

建設経済研究室
建設ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ技術
研究室

社会資本整備事業評価、建設マネジメント（建設事業の効率化、
技術⼒評価に基づく⼊札契約⽅式）の研究等

への伝え⽅の研究等

地球温暖化対策や⽣物多様性の確保等地球環境問題への対応、
緑の保全・創出等の環境分野の研究

研究室
緑化⽣態研究室
ﾒﾝﾃﾅﾝｽ情報基盤
研究室

調査、設計、施⼯、維持管理を通じた情報の収集,加⼯,活⽤に
関する基盤技術の研究等

地震・津波等による災害への事前対策、災害時の危機管理対応・
復旧対策、地震動の観測・設計地震動の設定等に関する研究等国⼟防災研究室
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１．防災に関する取組
「地震防災」から「国⼟防災」〜 「地震防災」から「国⼟防災」へ 〜

防災・メンテナンス基盤研究センター危機管理技術研究センター 防災 メンテナンス基盤研究センタ

国⼟防災研究室
危機管理技術研究センタ

地震防災研究室

・強震観測調査･施設管理
設計地震動 津波外⼒の研究

・強震観測調査･施設管理
設計地震動 津波外⼒の研究・設計地震動･津波外⼒の研究

・地震防災情報のシステム化,
地震防災計 究

・地震防災情報のシステム化,
・設計地震動･津波外⼒の研究

地震防災計画の研究

●⼤規模災害時の被災状況早期覚知技術の研究
地震防災計画の研究

●⼤規模災害時の被災状況早期覚知技術の研究
●総合的なリスク評価・リスクコミュニケーション
の研究

■国総研全体の防災・減災研究の推進役 3

の研究

国総研全体の防災・減災研究の推進役
今年度発⾜した
「防災・減災研究推進本部」の事務局

○本部構成
「防災・減災研究推進本部」の事務局

○本部構成
全研究分野（部⻑、センター⻑）が参加

（本部⻑ 研究総務官）

○当⾯の取組
（本部⻑：研究総務官）

○当⾯の取組
１．研究開発成果等の対外的発信研究開発成果等の対外的発信
２．本省・関連機関との連携
３ 分野横断的な調査 研究の推進
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３．分野横断的な調査・研究の推進

１２）分野横断的研究の推進～災害対応の迅速化・事業執行の効率化～
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国総研全体の防災・減災研究の推進役

地震災害対応 の⽀援メ の提⽰
「防災・減災研究推進本部」の取組事例
地震災害対応への⽀援メニューの提⽰

対象：地⽅整備局対象：地⽅整備局、
地⽅⾃治体等 南海トラフ巨⼤地震・⾸都直下

地震等に対する震前対策
内容：全研究分野

38メニュ を
地震等に対する震前対策、

震後対応への⽀援

今 巨⼤地震に備え国総研が38メニューを
対策、対応の

〜今、巨⼤地震に備え国総研が
現場に貢献できること〜

平成26年4⽉段階毎に分類
して紹介 公開状況 国総研ＨＰに掲載

平成26年4⽉
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して紹介 公開状況:国総研ＨＰに掲載
【URL】http://www.nilim.go.jp/japanese/organization/b_honbu/lab/slide01.pdf 

国総研全体の防災・減災研究の推進役
⽀援メニ (例) 即時被害推測情報⽀援メニュー(例)：即時被害推測情報

地震動分布と河川・道路施設の被害状況の推測結果を提供
地震発⽣直後の情報が少ない段階において、初動体制の構築等の

意思決定を⽀援する被害状況の情報が必要

 国総研が想定する現場ニーズ

 国総研の⽀援
 地震発⽣直後に得られる強震観測記録を

もとに、地震動分布と河川・道路施設の
被害状況 推測 結 提供

時間の経過と被災情報の量・確度
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地震発生

被害状況を推測した結果を提供
 国総研の⽀援による現場のメリット

即時被害推測情報
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被災情報の空白期 H7兵庫県南部地震、H16新潟県中越地震では半日以上
被災範囲が広いH23東日本大震災ではさらに長期化

初動対応の検討さえ困難な状態を克服

 重点復旧箇所や優先緊急対応箇所(緊急輸
観
測
点
ご
と
の

（国
土
交
通
省

地
震
計
ネ
ッ

各
種
施
設
の
被
害
推

地
震
動
強
さ
の
分
布

各
種
施
設
の
即
時

地
震
動
強
さ
の
分

重点復旧箇所や優先緊急対応箇所(緊急輸
送路の確保や⼆次災害防⽌等)の絞り込み
それに応じた広域⽀援体制の構築準備等
の意思決定がしやすくなる

の
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弱 ← 地震動強さ → 強

危険なし 危険度中危険度小 危険度大施設

揺れ

＜留意点・参考事項等＞

 住⺠・道路利⽤者の⼆次災害リスクを
減少させる
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 中部地整と協働で地震被害推測表⽰システムを試作（今年度）し、その後改良を図る
 システムの構築・運⽤には施設データ等の整備と定期的な更新が必要
 国⼟交通省地震計ネットワークの廃⽌

＜留意点 参考事項等＞

⼤規模災害時の被災状況早期覚知技術の研究

①緊急時パトロ ル 施設点検に早急に
東⽇本⼤震災時の情報把握の困難さ
①緊急時パトロール、施設点検に早急に

取りかかれない。
取りかかっても多⼤な時間。

･津波警報⾒直し(翌々⽇)まで、浸⽔想定区間のパトロール、津波警報⾒直 ( ) 浸 定 間
施設点検に⼊れず。

･路⾯損傷等による渋滞、停電による交通信号機能の途絶。
②管理施設の映像情報⼊⼿が著しく困難。

･停電による情報途絶 津波による沿岸部のＣＣＴＶカメラ流失停電による情報途絶、津波による沿岸部のＣＣＴＶカメラ流失、
光ケーブルの断線。

③防災ヘリがすぐに離陸するも 三陸沿岸は
7

③防災ヘリがすぐに離陸するも、三陸沿岸は
雪のため⾶⾏できず。

⼤規模災害時の被災状況早期覚知技術の研究
地 ⽣直後 東北地整災害対策室地震発⽣直後の東北地整災害対策室

沿岸部の被災
カメラ 映像カメラの映像
が⽋落(⻘画⾯)
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( )
写真)東北地⽅整備局ＨＰ

１２）分野横断的研究の推進～災害対応の迅速化・事業執行の効率化～
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⼤規模災害時の被災状況早期覚知技術の研究
研究開発⽬標

・天候や時間帯に関わらず、
発災後１ ３時間で被災状況を把握発災後１〜３時間で被災状況を把握。
被災状況をもとに・被災状況をもとに、
①啓開路線の決定
②重点点検箇所抽出と応急復旧準備着⼿
を可能にするを可能にする

・これに必要な被害把握・推測技術、意思
9

これに必要な被害把握 推測技術、意思
決定⽀援技術等を開発し、現場に実装する

⼤規模災害時の被災状況早期覚知技術の研究
研究開発の全体像

多様 ⼿段 情報収集

像⾃
即時震害推測システム ･多様な⼿段による情報収集

･複数⼿段による取得情報

橋梁被災把握システム
ＣＣＴＶ画像⾃動解析

情報分析・
の総合分析

橋梁被災把握システム
ビッグデータ活⽤

情報分析・
意思決定⽀援

ＵＡＶ(無⼈航空機)活⽤

ビッグデ タ活⽤
（道路プローブ情報、ＳＮＳ） システム

情報通信システム
ＵＡＶ(無⼈航空機)活⽤
衛星･航空機ＳＡＲ活⽤ の信頼性向上衛星･航空機ＳＡＲ活⽤
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ＳＡＲ： 合成開口レーダー

⼤規模災害時の被災状況早期覚知技術の研究
情報分析 意思決定⽀援システム情報分析・意思決定⽀援システム

地震発⽣後の時間の流れ震前
確度の異なる各種の情報

地震発⽣

観測
地震動分布
の推定 津波警報によるカメラ センサ

SNSによる情報 ⼀般情報の活⽤

の推定 津波警報による津波浸⽔予測
予警報情報との連携

カメラ・センサ
による状況把握

推定

5m 10m

構造物
情
報
の

点検 構造物
の即時
被害

航空機SAR画像等

の
確
度

被
推測

カメラ、点検情報などの迅速な集約

推定される被害 の対策 対応の⽴案 点検結果の集約推定される被害への対策、対応の⽴案

11⽬的に応じた情報分析をタイムリーに実現
点検結果の集約

２.｢発注者責任｣の達成を⽬指して

品確法の改正（H26.6.4公布・施⾏）
多様な⼊札契約⽅式に関する研究
技術提案交渉⽅式に関する研究技術提案交渉⽅式に関する研究
官⺠連携による業務執⾏⽅式に関する研究

（事業促進ＰＰＰ）
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品確法の改正（H26.6.4公布・施行）

・公共⼯事の品質確保の担い⼿の中⻑期的な育成・確保の促進
☆改正のポイントⅠ：⽬的と基本理念の追加

・適切な点検・診断・維持・修繕等の維持管理の実施
・災害対応を含む地域維持の担い⼿確保へ配慮
・ダンピング受注の防⽌ 等
☆改正のポイントⅡ：発注者責務の明確化☆改正のポイントⅡ：発注者責務の明確化
・予定価格の適正な設定

計画的な発注 適切な⼯期設定 適切な設計変更 等
☆改正のポイントⅢ:多様な⼊札契約制度の導⼊･活⽤
・計画的な発注、適切な⼯期設定、適切な設計変更 等
☆改正のポイントⅢ:多様な⼊札契約制度の導⼊ 活⽤
・技術提案交渉⽅式
・地域社会資本の維持管理に資する⽅式
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・地域社会資本の維持管理に資する⽅式
(複数年契約、⼀括発注、共同受注） 等

契約⽅式 ⼊札⽅式 落札者選定⽅式 ⽀払⽅式
多様な⼊札契約⽅式に関する研究

○契約⽅式, ⼊札⽅式,落札者選定⽅式,⽀払⽅式
の組合せにより⼊札契約⽅式が定まる

○発注者は、それぞれの技術⼒や体制を踏まえ
つつ、事業の特性や地域の実情等に応じてつつ、事業の特性や地域の実情等に応じて
最も適切な⼊札契約⽅式の組合せを選定する

注［発注者責任をはたすために］
◇発注者の技術⼒・体制
◇受注者の技術⼒・価格競争⼒
◇事業(⼯事)特性や地域の実情等に応じた◇事業(⼯事)特性や地域の実情等に応じた

適切な⼊札契約⽅式の選定
◇インハウスのみで体制が確保できない場合は◇インハウスのみで体制が確保できない場合は

発注者⽀援を導⼊ 14

⽀払い⽅式⼊札⽅式 ・契約⽅式
多様な⼊札契約⽅式に関する研究

⽀払い⽅式
⼀般競争 指名競争 単価・数量設計･施⼯

括発注⽅式

⼊札⽅式
落札者選定⽅式契約⽅式

⼊札⽅式 ⼊札⽅式
価格競争⽅式
総合評価⽅式

精算契約⽅式
総価契約⽅式

⼀括発注⽅式
詳細設計付き

事発注 式 総合評価⽅式
(施⼯能⼒

評価型)
総価契約⽅式
総価契約・ECI⽅式,CM/GC⽅式

⼯事発注⽅式

総合評価⽅式
評価型) 総価契約・

単価合意⽅式
,

概算数量
発注⽅式 (技術提案

評価型)
コスト＋フィー
契約⽅式設計･施⼯分離

発注⽅式

発注⽅式
)

現在直轄⼯事で
適⽤している⽅式

技術提案交渉⽅式
[競争性のある

発注⽅式
維持管理付き
⼯事発注⽅式

現在直轄⼯事で
適⽤していない⽅式緊急随意契約

[競争性
随意契約等]地域維持型

契約⽅式 15

事業全体に亘 た⼊札契約⽅式 基本的考え⽅は
多様な⼊札契約⽅式に関する研究

○事業全体に亘った⼊札契約⽅式の基本的考え⽅は、
事業執⾏体制等を踏まえて、設計の上流段階（予備
設計 前段階）にお 決定する設計の前段階）において決定する

○また、詳細設計の前段階、⼯事発注⼿続の各段階で、
適⽤する⼊札契約⽅式 ⾒直し（ i ）を⾏う適⽤する⼊札契約⽅式の⾒直し（Review）を⾏う

概 予 現 詳 供⼯事発注概
略
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設
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細
設

発注ロッ
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⼿
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開

事発注
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計

設
計

測
量

設
計 ット定

仕
様

作
成

算 注き 事 開
始

例)詳細設計
付き⼯事発注

例)維持管理
付き⼯事発注

⼊札⽅式、
落札者選定⽅式

事業全体に亘った
⼊札契約⽅式の
基本的考え⽅の 付き⼯事発注

⽅式の検討
付き⼯事発注
⽅式の検討 ⽀払い⽅式

の⾒直し 16

基本的考え⽅の
決定
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【事業プロセスの対象範囲に応じた契約⽅式(案)】
多様な⼊札契約⽅式に関する研究

維持
管理

施工
詳細
設計

予備
設計

【事業プロセスの対象範囲に応じた契約⽅式(案)】
調査 計画／

概略
設計

調査・
計画

①設計・施工一括
発注方式

調査・計画／
設計者

施工者

②詳細設計付工事
調査・計画／
設計者②詳細設計付工事

発注方式

設計者

施工者

③施工を単独で発注
する方式

調査・計画／
設計者

する方式 施工者

④維持管理付工事
発注方式

調査・計画／
設計者

施工者

⑤設計段階
調査
・計画
／

発注方式 施工者

から施⼯者が
関与する⽅式

／
設計者

施⼯ 施 性を考慮した(ＥＣＩ⽅式) 施⼯
者 施⼯性を考慮した

⼯法提案等の技術協⼒を実施 17

技術提案交渉⽅式に関する研究
【公共⼯事の品質確保の促進に関する法律】

（技術提案の審査及び価格等の交渉による⽅式）
第⼗⼋条

発注者は、当該公共⼯事の性格等により当該⼯事の
仕様の確定が困難である場合において⾃らの発注の実績
等を踏まえ必要があると認めるときは、技術提案を公募
の上、その審査の結果を踏まえて選定した者と⼯法、
価格等 渉 仕様 確定 約価格等の交渉を⾏うことにより仕様を確定した上で契約
することができる。

この場合にお て 発注者は 技術提案の審査及びこの場合において、発注者は、技術提案の審査及び
交渉の結果を踏まえ、予定価格を定めるものとする。

18

技術提案交渉⽅式に関する研究
パターン ①発注者が最適な仕様を選定できない⼯事

適⽤が想定 通常の⼯法等では施⼯条件 事業⽬的を適⽤が想定
される⼯事

•通常の⼯法等では施⼯条件・事業⽬的を
満⾜できず、施⼯者固有の技術の導⼊が
必要であるが、コンサルタントによるの考え⽅

（案）
必要であるが、コンサルタントによる
設計では最適技術の選定が困難な⼯事

など

ケース①→優先交渉権者の提案により仕様を確定する
調査 計画 施⼯詳細設計予備設計概略設計

調査・計画
／設計者
施⼯者

調査・計画 施⼯詳細設計予備設計概略設計

施 者

技術 交渉公 優先交渉
No（次点交渉権者との交渉へ） ・価格交渉成⽴(Yes)

予定価格設定技術技術
提案

交渉
期間

公
告

優先交渉
権者決定 ・予定価格設定

・⾒積り合わせ
・契約締結

技術
審査
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パタ ン ②仕様の前提となる条件の確定が困難な⼯事
技術提案交渉⽅式に関する研究

パターン ②仕様の前提となる条件の確定が困難な⼯事
適⽤が想定 •仕様の前提となる条件の把握に関して適⽤が想定
される⼯事
の考え⽅

仕様 前提 なる条件 把握 関して
制約があり、仕様を確定するための
条件把握が困難で、施⼯条件 構造物の状況に合わせたの考え⽅

(案)
施⼯条件･構造物の状況に合わせた⼯法などの選定の必要がある⼯事 など

ケース②→優先交渉権者が設計に関与して仕様を確定する
調査 計画 施⼯詳細設計予備設計概略設計

調査・計画
／設計者
施⼯者 優先交渉権者の設計への関与

調査・計画 施⼯詳細設計予備設計概略設計

優先交渉権者の設計への関与

No（次点交渉権者との交渉へ）【優先交渉
権者の設計 技術

提案
交渉公 優先交渉

権者決定
・価格交渉成⽴(Yes)
・予定価格設定技術

審査権者の設計
への関与】 提案 期間告 権者決定 予定価格設定

・⾒積り合わせ
・契約締結

審査
20

１２）分野横断的研究の推進～災害対応の迅速化・事業執行の効率化～

< 12 - 5 >



○震災後事業化(平成23年11⽉)された復興道路 復興
官⺠連携による業務執⾏⽅式に関する研究
○震災後事業化(平成23年11⽉)された復興道路・復興
⽀援道路について、事業促進PPPを導⼊(10⼯区)

○官⺠双⽅の技術者の多様な知識 豊富な経験の融合に○官⺠双⽅の技術者の多様な知識・豊富な経験の融合に
より、合理的、効率的に事業を推進

※全国約３０件の事業に適⽤※全国約３０件の事業に適⽤
事業促進PPP業務実施体制

地
発注者
チーム

ＰＰＰチーム

建
管理技術者地

元
調整

総括
調査員

建設
ｺﾝｻﾙ

主任技術者
事業監理
専門家

調査設計
専門家

主任
調査員

施工
会社
等

調整

調整関
係
機

専門家
用地

専門家

専門家
施工

専門家調査員

調査員
等機

関

専門家 専門家

技術員
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官⺠連携による業務執⾏⽅式に関する研究

1 事業化から1〜2年程度で⼯事着⼿
東北地整における実施効果
1.事業化から1〜2年程度で⼯事着⼿
○通常では、新規事業化後⼯事着⼿

まで早くて4年程度要するが、まで早くて 年程度要するが、
事業促進PPP導⼊により１〜２年で
⼯事着⼿

2.事業化から6〜7年で開通の⾒通し
○震災後事業化された復興道路等の震災後事業化 復興道 等

5区間において、完成に向けた
円滑な事業環境が整ったことから、
開通⾒通しを公表。

3.着⼯前の膨⼤な業務実施・⼯夫、3.着⼯前の膨⼤な業務実施 ⼯夫、
コスト縮減、リスク回避
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官⺠連携による業務執⾏⽅式に関する研究
事業促進ＰＰＰの効果検証と制度改善
■幅広い導⼊効果の検証■幅広い導⼊効果の検証
・事業促進効果(事業期間/⼯期の短縮,コスト縮減等）
・発注者のマネジメント⼒・技術⼒の向上発注者のマネジメント⼒ 技術⼒の向上
・受注者側(建設コンサルタント,施⼯者等)の効果

などなど
■課題解決・制度改善の検討

参加企業のモチベ シ ン向上策の検討・参加企業のモチベーション向上策の検討
(ＰＰＰの業務範囲と関連委託業務･⼯事への⼊札参加
の制約 インセンティブ付与 等）の制約,インセンティブ付与 等）

・配置技術者の能⼒、貢献に⾒合ったフィーの設定
などなど
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１２）分野横断的研究の推進～災害対応の迅速化・事業執行の効率化～

< 12 - 6 >




